
2021年4月1日

厚生労働省 医政局地域医療計画課

キャリア形成卒前支援プランについて

令和３年度 都道府県担当者向け説明会



＜キャリア形成プログラムの対象者＞
• 都道府県が修学資金を貸与した地域枠医師
• それ以外の地域枠医師（任意適用）
• 自治医科大学卒業医師（平成30年度入学者までは任意適用）
• その他プログラムの適用を希望する医師

＜キャリア形成プログラムに基づく医師派遣＞
大学による医師派遣との整合性を確保するため、地域医療対策協議会
で派遣計画案を協議
※地域医療構想における機能分化・連携の方針との整合性を確保する
※理由なく公立・公的医療機関に偏らないようにする

キャリア形成プログラムについて（改正前）
都道府県は、地域医療対策協議会において協議が調った事項に基づき、「医師不足地域における医師の確保」と「医師不足地域
に派遣される医師の能力開発・向上の機会の確保」の両立を目的とするキャリア形成プログラムを策定することとされている。

※医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年法律第79号）により地域医療支援事務として医療法に明記
キャリア形成プログラムの詳細については、医療法施行規則（省令）及びキャリア形成プログラム運用指針（通知）に規定

大学医学部（６年間） 臨床研修（２年間） 専門研修等（原則７年間） それ以降

＜キャリア形成プログラムに基づくキャリア形成のイメージ＞

＜対象者の納得感の向上と主体的なキャリア形成の支援＞
• 都道府県は、学部生段階から地域医療や職業選択について考える機会を

対象者に提供し、適切なコース選択を支援する
• 都道府県は、対象者の希望に対応したプログラムとなるよう努め、診療科

や就業先の異なる複数のコースを設定する
• 都道府県は、コースの設定・見直しに当たって、対象者からの意見を聴き、

その内容を公表し反映するよう努める
• 出産、育児等のライフイベントや、海外留学等の希望に配慮するため、プロ

グラムの一時中断を可能とする（中断可能事由は都道府県が設定）

＜プログラム満了前の離脱の防止＞
• キャリア形成プログラムは都道府県と対象者との契約関係であり、対象者は

満了するよう真摯に努力しなければならないことを通知で明示
• 一時中断中は、中断事由が継続していることを定期的な面談等により確認

（中断事由が虚偽の場合は、契約違反となる）
• 都道府県は、キャリア形成プログラムを満了することを、 修学資金の返還

免除要件とする（家族の介護等のやむを得ない事情がある場合を除く）
• 都道府県は、修学資金について適切な金利を設定する

対象者の地域定着促進のための方策

修学資金の貸与 キャリア形成プログラムの対象期間（原則９年間、その他（貸与期間の1.5倍等）も設定可能）

［大学６年進級時］
卒業後のプログラム
適用に同意

［修了時等］
コース選択

［入学時］
地域枠医師に、卒業後の
プログラム適用を事前通知

ローテーション
（専門医取得も可能*）

大学病院 医師不足
医療機関

中核病院県内で不足する診療科を中心に、
診療科や就業先の異なる
複数のコースを設定

Aコース（内科・専門医取得）
Bコース（内科・へき地中心）
Cコース（産婦人科）
・・・

原則として都道府県内で勤務（家族の介護等のやむを得ない事情がある場合を除く）
*専門研修プログラム
との整合性を確保



キャリア形成プログラムについて（改正の内容） ※改正箇所は下線

都道府県は、地域医療対策協議会において協議が調った事項に基づき、「医師不足地域における医師の確保」と「医師不足地域に派遣される
医師の能力開発・向上の機会の確保」の両立を目的とするキャリア形成プログラムを策定することとされている
※医療法及び医師法の一部を改正する法律(平成30年法律第79号)により地域医療支援事務として医療法に明記。キャリア形成プログラムの詳細については、医療法施行規則(省令)及びキャリア形成プログラム運用指針(通知)に規定

＜キャリア形成プログラムに基づくキャリア形成のイメージ＞

キャリア形成プログラムの対象期間（原則９年間以上、その他（貸与期間の1.5倍以上等）も設定可能）

［入学時等］
キャリア形成卒前支援プラン及びキャリア形成プログラムへの参加（適用同意）

キャリア形成卒前支援プラン

臨床研修（２年間） 専門研修等（原則７年間以上） それ以降

キャリア形成プログラム

［修了時等］
コース選択

ローテーション
（専門医取得も可能*）

大学病院 医師不足
医療機関

中核病院県内で不足する診療領域を中心に、
診療領域や就業先の異なる複数のコースを設定
Aコース（内科・専門医取得）
Bコース（内科・へき地中心）
Cコース（産婦人科）
Dコース（新生児領域）
・・・

原則として都道府県内で勤務（家族の介護等のやむを得ない事情がある場合を除く）

*専門研修プログラム
との整合性を確保

※対象期間のうち、医師の確保を特に図るべき区域等での就業期間は４年間以上とする

＜キャリア形成プログラムの対象者＞
• 地域枠を卒業した医師
• 地域での従事要件がある地元出身者枠を卒業した医師
• 自治医科大学卒業医師（平成30年度入学者までは任意適用）
• その他プログラムの適用を希望する医師
※キャリア形成プログラムの適用に同意した学生に対しては、修学資金の貸与に地域医療
介護総合確保基金の活用が可能

※キャリア形成卒前支援プランの適用は令和５年度以降
※地域枠等以外の学生で地域での従事要件が課されていない
学生においても、本人の希望により、希望時から適用が可能

＜キャリア形成プログラムに基づく医師派遣＞
大学等による医師派遣との整合性を確保するため、地域医療対策協議会で派遣計画案を協議
※地域医療構想における機能分化・連携の方針との整合性を確保する
※理由なく公立・公的医療機関に偏らないようにする
※都道府県は、医師偏在対策と対象医師のキャリア形成の両立を円滑に推進するため、各地域の医師偏在の状
況や対象医師の希望を勘案しつつ、就業先について、大学等の専門医の研修プログラム責任者等との調整を行
うとともに、対象学生の支援を行う人材（キャリアコーディネーター）を配置する
※都道府県は、対象医師から満足度等も含む意見聴取を定期的に実施し、勤務環境改善・負担軽減を図る

対象者の地域定着促進のための方策
＜対象者の納得感の向上と主体的なキャリア形成の支援＞
• 都道府県は、対象者の希望に対応したプログラムとなるよう努め、診療科や就業先の
異なる複数のコースを設定する

• 都道府県は、コースの設定・見直しに当たって、対象者からの意見を聴き、その内容を公
表し反映するよう努める

• 出産、育児等のライフイベントや、大学院進学・海外留学等の希望に配慮するため、プ
ログラムの一時中断を可能とする（中断可能事由は都道府県が設定）

＜プログラム満了前の離脱の防止＞
• キャリア形成プログラムは都道府県と対象者との契約関係であり、対象者は満了するよ
う真摯に努力しなければならないことを通知で明示

• 一時中断中は、中断事由が継続していることを定期的な面談等により確認（中断事由
が虚偽の場合は、契約違反となる）

• 都道府県は、キャリア形成プログラムを満了することを、修学資金の返還免除要件とす
る（家族の介護等のやむを得ない事情がある場合を除く）

・地域医療に関する実習や講義の支援
・定期的な勉強会等の開催
・学生の支援のための寄附講座の設置 等

※対象学生を支援するため以下の内容を盛り込み策定都道府県

大学

大学医学部（６年間）

修学資金の貸与（任意）

教育カリキュラム
連携



医師偏在対策の更なる推進のため、令和３年12月１日付で「キャリア形成プログラム運用指針」の一部を改正し、
具体的には以下の項目を追加した。

「キャリア形成プログラム運用指針」の一部改正について

1 . キ ャ リ ア コ ー デ ィ ネ ー タ ー の 配 置 2 .  修 学 資 金 貸 与 対 象 者 の 明 確 化 （ 確 保 基 金 ）

3 . キ ャ リ ア 形 成 プ ロ グ ラ ム の 充 実 4 . キ ャ リ ア 形 成 卒 前 支 援 プ ラ ン の 策 定

都道府県は、医師偏在対策と地域枠医師等のキャ

リア形成の両立を円滑に推進するため、派遣先に

ついて対象医師と大学等の専門医の研修プログラ

ム責任者等との調整を行うとともに、対象学生の

支援を行う人材（キャリアコーディネーター）を

配置する

キャリア形成プログラムの更なる充実に向けて、

都道府県は、地域枠医師等の意見を参考に、研修

環境の整備や勤務負担の軽減に努めるものとし、

就業開始後も、満足度等を含む意見聴取を定期的

に実施する

地域医療に従事する医師を増加させるため、別枠

で選抜された地域枠の学生だけではなく、それ以

外の学生においても、本人の希望により卒業後に

キャリア形成プログラムを適用する場合は、都道

府県が行う修学資金の貸与に対し、地域医療介護

総合確保基金の活用を可能とする

地域医療に従事することを希望する者が、学生・

臨床研修の期間を通じてその意思を継続すること

ができるよう、都道府県は、「キャリア形成卒前

支援プラン」を策定し、学生の地域医療マインド

涵養のために、地域医療に関する実習や講義の支

援等を行う

※キャリア形成卒前支援プランの適用は令和５年度以降



Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

地域医療介護総合確保基金

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

5

令和３年度予算額：公費で2,003億円
（医療分 1,179億円、介護分 824億円）



地域医療介護総合確保基金の対象事業の明確化（R２年度～） ※令和３年２月19日付地域医療計画課長通知

【事業区分Ⅳ】

① 地域枠医師等の勤務先を、各医師の希望や各地域の医師偏在の状況
を勘案しつつ調整を行う人材（キャリアコーディネーター）の人件費
及び、当該調整に係る経費

② キャリア形成プログラムの対象予定学生と地域枠医師等の交流機会
の提供や交流のプラットホームとなるHP作成等に係る経費

③ 大学医学部の地域枠入学生など、地域医療に興味を有する医学生や
医療従事者を目指す学生を対象とした大学内外の実習に係る経費

（１）標準事業例「25. 地域医療支援センターの運営」関係

基金の有効かつ効率的な活用を図ること、令和６年度から第８次医療計画に新興感染症等対応が追加
されることも見据え、事業区分Ⅱ及びⅣの対象経費を明確化。

人生会議（ACP）や在宅医療、上手な医療のかかり方に関する取組全般を地域へ普及・促進のするための広報経費

【事業区分Ⅱ】※標準事業例11「かかりつけ医育成のための研修やかかりつけ医を持つことに対する普及・啓発」関係

① 薬剤師修学資金貸与事業を行うために必要な経費（都道府県が認めた薬
剤師が不足地域に所在する医療機関等を勤務地として、一定期間の勤務を
修学返済義務免除要件としているものに限る。）

（４）標準事業例「48．地域包括ケアの拠点となる病院・薬局における
薬剤師の確保支援」関係

① 小児科医の負担を軽減するため、地域の小児科医等による夜間にお
ける小児患者の保護者等に向けた電話やチャット、テレビ電話を用い
た遠隔健康相談体制整備の経費や広報に係る経費

（５）標準事業例「53．電話による小児患者の相談体制の整備」関係

① 自都道府県内だけでなく、医師多数都道府県から医師少数都道府県
など県境を越えて医師派遣を受ける場合に必要な経費

② 地域枠医師等の地域医療に従事するために必要な総合的な診療能力
を持つ医師の養成のための卒前・卒後の教育に寄与し、養成した医師
を地域に派遣することを目的とした寄附講座を運営するための経費

（２）標準事業例「26．医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築」
関係

① 小児・周産期医療を担う医師が総合周産期母子医療センターで研修
をする際の受入れや交換医師の派遣に係る経費

（３）標準事業例「28．産科・救急・小児等の不足している診療科の
医師確保支援」関係

① 今後の新興感染症の拡大期に備えた感染防止対策等に関連する
研修に係る経費（令和３年度に限る。）

（６）第８次医療計画に新興感染症等対応が追加されることも見据えた
対応関係

6



地域医療介護総合確保基金の対象事業の拡充・明確化②（R３年度～） ※令和３年９月28日付地域医療計画課長通知

【事業区分Ⅳ】

訪問看護ステーションに所属する看護師が円滑に特定行為を実施することができるよう、複数の医療機関等が連携して実施する手順書の作成や特定行為の実
施状況に関する検証等に係る経費

【事業区分Ⅱ】※標準事業例12「訪問看護の促進、人材確保を図るための研修等の実施」関係

① 地域における看護師の特定行為研修修了者確保のため、受講者や受講者の所属する医療機関等に対して支援する受講に係る経費
② 指定研究機関における研修体制確保のため、指導者の派遣に係る経費

（２）標準事業例「36.看護職員の資質の向上を図るための研修の実施」関係

大学医学部に一般枠で入学した学生のうち、卒業後にキャリア形成プログラムの適用を受けることについて同意した者を対象とした修学資金の貸与に係
る経費

（１）標準事業例「25. 地域医療支援センターの運営（地域枠に係る修学資金の貸与事業、無料職業紹介事業、定年退職後の医師の活用事業を含む）」関係

看護補助者向けに実施する医療安全や感染対策、日常生活支援等に関する研修に係る経費

（３）標準事業例「37.看護職員の負担軽減に資する看護補助者の活用も含めた看護管理者の研修の実施」関係

医療現場における職員間や患者・家族等からのハラスメント対策におけるマニュアルの作成や研修等に係る経費

（４）標準事業例「38.離職防止を始めとする看護職員の確保対策の推進」関係

地域における病院薬剤師の安定的な確保を目的として、都道府県が指定する病院（薬剤師の偏在状況や充足状況等を踏まえ薬剤師が不足とされている地
域・医療機関に限る）へ期間を定めて薬剤師派遣を行うための経費

（５）標準事業例「48.地域包括ケアの拠点となる病院・薬局における薬剤師の確保支援」関係

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令の一部を改正する政令の公布について」（令和３年３月２日医政発
0302第14号、職発0302第５号、子発0302第１号、老発0302第６号、障発0302第１号厚生労働省医政局長、職業安定局長、老健局長、子ども家庭局長、
社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）の第１の５の（ニ）「派遣就業前の事前研修の実施」について、各都道府県のへき地医療支援機構等が中心と
なって行う事前研修に係る経費

（６）改正労働者派遣法施行令に基づくへき地の医療機関への医療従事者の派遣に必要となる事前研修の費用
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（平成２９年３月現在 全都道府県においてセンター設置済み）

医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため、改正医療法（平成26年10月1日施行）に基づき、

医療機関がPDCAサイクルを活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み（勤務環境改善マネジ

メントシステム）を創設。医療機関の自主的な取組を支援するガイドラインを国で策定。

医療機関のニーズに応じた総合的・専門的な支援を行う体制（医療勤務環境改善支援センター）を各都道府県で

整備。センターの運営には「地域医療介護総合確保基金」を活用。

医療従事者の勤務環境改善に向けた各医療機関の取組（現状分析、改善計画の策定等）を促進。

勤務環境改善に取り組む医療機関

取組の実施

更なる改善

定期的な評価

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

Plan

Do

Check

Act

勤務環境改善マネジメントシステム

院内で、院長、
各部門責任者
やスタッフが
集まり協議

計画策定

ガイドラインを参考に
改善計画を策定

現状の分析

医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針（厚労省告示）
勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き（厚労省研究班）
「医療従事者の働き方・休み方の改善」の取組例

多職種の役割分担・連携、チーム医療の推進
医師事務作業補助者や看護補助者の配置
勤務シフトの工夫、休暇取得の促進 など

「働きやすさ確保のための環境整備」の取組例
院内保育所・休憩スペース等の整備
短時間正職員制度の導入
子育て中・介護中の者に対する残業の免除
暴力・ハラスメントへの組織的対応
医療スタッフのキャリア形成の支援 など

マネジメントシステムの普及（研修会等）・導入支援、
勤務環境改善に関する相談対応、情報提供等

医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）と
医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント等）が
連携して医療機関を支援
センターの運営協議会等を通じ、地域の関係機関・団体
（都道府県、都道府県労働局、医師会、歯科医師会、
薬剤師会、看護協会、病院団体、社会保険労務士会、医業
経営コンサルタント協会等）が連携して医療機関を支援

課題の抽出

改善計画の策定

医療従事者の勤務環境改善の促進
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勤務医の労働時間短縮の推進（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅵ）

勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、以下の財政的支援を行う。
⇒地域医療の確保を目的として都道府県が医療機関向け補助を実施

補助の対象となる医療機関
地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境と
なっていると都道府県知事が認める医療機関。
（補助に当たっては客観的要件を設定）

連続勤務時間制限・勤務間インターバル、面接指導などに取
り組み、かつ、時短計画を定めるなどを条件に交付する。

補助対象経費
上記の総合的な取組に要する経費をパッケージとして
補助する。

医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組の実施
医療機関において医師の労働時間短縮のための計画を策
定し、勤務環境改善のための体制整備として次のような
取組を総合的に実施
・勤務間インターバルや連続勤務時間制限の適切な設定
・当直明けの勤務負担の緩和
・複数主治医制の導入
・女性医師等に対する短時間勤務等多様で柔軟な働き方
を推進

・タスク・シフティング、タスク・シェアリングの推進
・これらに類する医師の業務見直しによる労働時間短縮
に向けた取組

H

地域医療勤務環境改善体制整備事業

支援
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令和３年度予算額：地域医療介護総合確保基金（医療分）
公費1,179億円の内数（公費143億円、うち国分95億円）



地域医療介護総合確保基金の対象事業の明確化（R２年度～） ※令和３年２月19日付地域医療計画課長通知

【事業区分Ⅳ】

① 地域枠医師等の勤務先を、各医師の希望や各地域の医師偏在の状況
を勘案しつつ調整を行う人材（キャリアコーディネーター）の人件費
及び、当該調整に係る経費

② キャリア形成プログラムの対象予定学生と地域枠医師等の交流機会
の提供や交流のプラットホームとなるHP作成等に係る経費

③ 大学医学部の地域枠入学生など、地域医療に興味を有する医学生や
医療従事者を目指す学生を対象とした大学内外の実習に係る経費

（１）標準事業例「25. 地域医療支援センターの運営」関係

基金の有効かつ効率的な活用を図ること、令和６年度から第８次医療計画に新興感染症等対応が追加
されることも見据え、事業区分Ⅱ及びⅣの対象経費を明確化。

人生会議（ACP）や在宅医療、上手な医療のかかり方に関する取組全般を地域へ普及・促進のするための広報経費

【事業区分Ⅱ】※標準事業例11「かかりつけ医育成のための研修やかかりつけ医を持つことに対する普及・啓発」関係

① 薬剤師修学資金貸与事業を行うために必要な経費（都道府県が認めた薬
剤師が不足地域に所在する医療機関等を勤務地として、一定期間の勤務を
修学返済義務免除要件としているものに限る。）

（４）標準事業例「48．地域包括ケアの拠点となる病院・薬局における
薬剤師の確保支援」関係

① 小児科医の負担を軽減するため、地域の小児科医等による夜間にお
ける小児患者の保護者等に向けた電話やチャット、テレビ電話を用い
た遠隔健康相談体制整備の経費や広報に係る経費

（５）標準事業例「53．電話による小児患者の相談体制の整備」関係

① 自都道府県内だけでなく、医師多数都道府県から医師少数都道府県
など県境を越えて医師派遣を受ける場合に必要な経費

② 地域枠医師等の地域医療に従事するために必要な総合的な診療能力
を持つ医師の養成のための卒前・卒後の教育に寄与し、養成した医師
を地域に派遣することを目的とした寄附講座を運営するための経費

（２）標準事業例「26．医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築」
関係

① 小児・周産期医療を担う医師が総合周産期母子医療センターで研修
をする際の受入れや交換医師の派遣に係る経費

（３）標準事業例「28．産科・救急・小児等の不足している診療科の
医師確保支援」関係

① 今後の新興感染症の拡大期に備えた感染防止対策等に関連する
研修に係る経費（令和３年度に限る。）

（６）第８次医療計画に新興感染症等対応が追加されることも見据えた
対応関係
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• キャリアコーディネーターの役割は、大学等と連携して、対象医師の就業場
所等の要望や就業開始後の要望の聴取、病院見学会や勉強会の補助、大学等

の研修プログラム責任者等と都道府県と対象医師の要望を調整した派遣計画

の検討等とすることとする。

• キャリアコーディネーターは、対象学生の支援を行うために、大学等と連携
して、各卒前支援プロジェクトの運営を補助することとする。

11

キャリアコーディネーターの役割（抜粋）
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【参考】千葉県医師修学資金受給者のキャリアアップ支援体制

○キャリアコーディネータ（医師）を県医療整備課内に配置し、個々の修学資金受給者（学生・医師）と顔の見える関係を構築し
つつ、大学や専門研修基幹施設とも連携し、本人の希望するキャリアの形成と地域医療への貢献との両立を支援しています。

千葉県マスコット
キャラクター

チーバくん

地
域
医
療
支
援
セ
ン
タ
ー

。

高校生高校生 医学生医学生 臨床研修医臨床研修医 専攻医専攻医 医師少数区域等での勤務医師少数区域等での勤務

医師修学資金の貸付け

●学生交流会（プチセミナー）

●病院見学会（バスツアー）. ..

●医師少数区域等での受入体制づくり

●医局派遣との調整

●キャリア相談（キャリアコーディネータ３名、キャリアサポータ２４名設置）

●専門研修基幹施設との調整

修学資金受給者

延べ445名！

（R2.11現在）

医
師
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
・就

職
支
援
セ
ン
タ
ー

●臨床研修の情報発信

地域医療魅力発見セミナー

●専門研修の情報発信

地 域 医 療 支 援 セ ン
ターの業務の一部を
NPOに委託

大学や基幹病院、
県医師会と連携し
て受給者のキャリア形
成支援、スキルアップ、
交流事業等を実施

医療技術研修の様子

●地域医療魅力発見セミナー

本人と相談しながら、
希望や専門性を考
慮し、地域にも貢献

で き る 最適 な 勤
務先を提案しま

す

受給者（学生）

キャリアコーディネータ

コ ー ス
管 理 者 等

●臨床研修医ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

●自治医科大生との合同病院実習

●女性医師等の就労支援

地域医療への理解や関心を深め、

受給者同士や地域の病院・関係者との

交流を促進するイベントを開催

診療科や研修先の
選択を含め、制度
を ふ ま え な が ら
本人の希望を実現

するための個別
相談を随時実施

しています！

本 人 ・ プ ロ グ ラ ム
責任者・地域病院と

連絡調整します

キャリアコーディネータ

（県医療整備課に配置）

病院見学バスツアー

メーリングリストを作成し、自由に情報交換

キャリアサポータ
（県内医療機関に勤務）

●周産期育成セミナー、周産期医療PRフェス 等

キャリア形成プログラム（診療科別コース）に沿った県内病院勤務

県内19医療機関と連携し、

120コース策定！

２０ １９年度から複数の
受給者が医師少数区域等
の病院での勤務を開始

・２０１９年度 ４名

・２０２０年度 ８名

（専門研修基幹
施設が設置）●知事と受給者との懇談会

不足する診療科の若手医師を育成
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• 地域医療に関する実習や講義の支援、定期的な勉強会等の開催及び対象学生
の支援のための寄附講座の設置等の方法により、対象学生が将来従事する地

域と接する機会を提供し、対象学生の将来地域医療に従事する意識の向上に

資することとする。

• 卒前支援プロジェクトは、原則として、医学部の教育カリキュラムとは別に
策定するものであるが、既存の教育カリキュラム内において、地域医療に関

する教育を行っている場合には、これを活用して卒前支援プロジェクトを位

置付けることや、連動した取組を実施することが望まれる。

• 各卒前支援プロジェクトでは、大学内の講義等にとどまらず、医師の確保を
特に図るべき区域等、将来キャリア形成プログラムにより従事することが見

込まれる医療機関や地域においても行うこととする。
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キャリア形成卒前支援プランの内容（抜粋）



【参考】地域枠学生等の地域定着のための取組（長崎県の事例）
①夏季ワークショップの開催
医学修学生を対象に、離島の保健医療に対する認識を深めることを目的として、昭和５３年から実施している。
＜主な活動内容＞
・地域の施設見学 ・地域住民との意見交換 ・先輩医師との意見交換等

③離島病院等見学の実施

②医学修学生冬季研修会の実施

医学修学生１～５年生を対象に、離島勤務における不安を払拭すること等を目的として、養成医等の講演や意
見交換を実施している。

医学修学生３～６年生を対象に、将来勤務する病院等を見学し、ミスマッチ防止を図る
目的で、県養成医が勤務する離島病院等の見学を実施している。

④養成医との面談の実施

卒業後、県及びながさき医療人材支援センターが、離島の病院で勤務を開始した養成医と面談を実施し、離島での定着勤務を行う上での
課題整理等を行い、定着に向けた施策に反映させる取組を行っている。

⑤大学のカリキュラムとの連携

川崎医科大学においては、地域枠学生に対して、卒業後に地域医療に貢献する医師となるための高い意識を持つことを目的とした、
「地域医療を考える」という科目を必修としており、ながさき医療人材支援センターの医師を講師として派遣し、授業を行っている。

長崎大学においては、医学部５年生全員を対象とした離島での臨床実習（１週間離島に滞在しての実習）を必修としている。また、地
域枠学生に対しては、他の学生よりも多くの地域医療教育の機会を設けるために、授業の一環として、医学部１年生～３年生に対し
て長崎県五島市において、地域包括医療に関する２泊３日の集中セミナー（離島ゼミ）を行い、意識向上を図っている。

年度 H28 H29 H30
助成数（人） 13 18 16
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